
 

「令和４年度消費生活関連施策推進状況等に関する年次報告書」の概要 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

 

 

 

 

 

（道立消費生活センターへの主な相談内容） 

項 目 件数 
主 な 内 容 

R３ R４ 

商 

品 

保健衛生品 676 件 945 件 通信販売による化粧品の契約・解約、販売方法等 

食料品 747 件 710 件 通信販売による健康食品や飲料の契約・解約、販売方法等 

教養娯楽品 710 件 706 件 スマートフォンや電子タバコ、新聞等の契約・解約、販売方法等 

役 
 

務 

教養･娯楽サービス   748 件   769 件  

 732 件 690 件 賃貸住宅（集合住宅や戸建）等の契約・解約、品質・機能等 

運輸･通信サービス 
822 件 648 件 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ通信ｻｰﾋﾞｽ（光回線）や移動通信ｻｰﾋﾞｽ（携帯電話）の契

約・解約、販売方法等

 （市町村消費生活相談処理に対する支援） 

・道立消費生活センターに市町村専用電話を設置し、市町村からの照会等に対して助言 

・各種研修等の実施による市町村の消費生活相談員の人材育成等 

第３ 見守りネットワークの推進と消費者団体との連携 

・道は全道を一つの地域と見立てた消費者安全確保地域

協議会を設置 

・地域消費者被害防止ネットワーク設立の働きかけ 

(令和４年度：新規設立なし。計 70地域で設立済み) 

・消費生活モニターの配置や消費生活地域協議会の開催

により消費者意見を聴取 

・(一社)北海道消費者協会の事業に対して助成し、消費者

の自主的な活動を促進 

消費生活リーダー養成講座 20 日間 修了者 5 名 

消費者問題学習会         4回 参加者 110名 

・消費生活協同組合の自主的活動や社会的役割を促進す

るための情報交換を実施 

 

第１ 消費者被害の救済 

（道による消費者被害の救済） 

・道立消費生活センターに有資格相談員を 11名配置 

区  分 R4 年度 前年度比 

相談受付件数 8,607  － 184  

 うち苦情件数 7,833 ＋ 9  

・電子メールでの 24時間相談受付 

・年齢や障がいなどの特性に応じ関係機関との連携 

第４ 公正な消費者取引の確保 

・関係法令等に基づく表示の適正化の推進 

・セミナーの開催による普及啓発 

区          分 R3 R4 

  38 件 58 件 

  0 件 0 件 

  7 件 7 件 

 1 カ所 6 カ所 

・不当な取引方法の規制、消費者取引適正化 

区          分 R3 R4 

  4 件 0 件 

  2 件 1 件 

  29 件 27 件 
 

・商品テストを実施 

   265 

     137 

・消費者被害の救済に向け、北海道消費者苦情処

理委員会での意見交換、適格消費者団体へ情報

提供 

・貸金業相談員の配置、苦情相談専用フリーダイ

ヤル等への対応（受付件数 52件） 

 

第２ 消費者教育の推進                

・ 開催  ・  

・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞやﾒｰﾙﾏｶﾞｼﾞﾝ、SNS 等による情報提供  ・ 3R ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ等の普及啓発による資源ﾘｻｲｸﾙ推進 
・消費者の特性に応じた啓発資料の作成･配布 

（講座等開催状況） 

 

第５ 消費者の安全・安心の確保 
・消費者事故等の情報をメーリングリスト等により提供し、関係機関での情報共有を促進 
・食の安全・安心に係る通報等について、関係機関との情報共有・一元管理体制を構築し、適切に措置 
・生活関連商品の価格動向調査等を毎月行い、結果を道のホームページ等で公表 

第６ 消費生活施策の総合調整 

・北海道消費生活審議会において、消費生活関連施策の推進状況や道内の消費生活相談状況、食品表示法、

景品表示法、特定商取引法及び消費生活条例に基づく行政措置の状況などについて審議 

資料１ 

区分 くらしの安全 
・安心ｾﾐﾅｰ 

高齢者消費者 
被害防止ｾﾐﾅｰ 

学校訪問 
講  座 

消費者教育 
ｻﾎﾟｰﾄｾﾐﾅｰ 

消費者被害防止 
ﾈｯﾄﾜｰｸ促進ｾﾐﾅｰ 合計 

講座等開催数 10 ４ 48 ２ ３ 67 

参加者
 対象 一般住民 高齢者 児童･生徒･学生 教 員 ﾈｯﾄﾜｰｸ構成団体 － 

延人数 220 97 2,130 36 124 2,607 

 


